
はじめに

ASEANにおいて海外直接投資（FDI）は、経済成長の源泉であるばかりでなく、

産業競争力を上昇させ産業を高度化させるモーメントとして機能してきた。１９８０

年代後半から１９９０年代前半にかけてのASEANへのFDI流入の急増は、ASEAN

に高成長と競争力の強化をもたらしたが、それには、日本の対ASEANFDIの増

加が大きな役割を果たした。

この時期、日本企業がASEANに進出した要因には、円高、日米貿易摩擦、

ASEANの外資規制緩和以外に、日本の労働力不足という要因があった。日本で

は、第２次ベビーブーム世代が１９８０年代後半から１９９０年代始めにかけ１８歳人口に

達し、バブルも加勢し、消費ブームが到来し、雇用の確保が困難になった。こうし

たなか、日本企業は海外進出を積極化させたが、東アジアでは賃金が安いASEAN

に輸出生産目的のため進出した。１９９０年代半ばまでの日本の対外FDIは、特に

ASEANにおいては、日本の労働力不足が背景にあった。

しかし、現在の日本の経済状況は、１９９０年代初頭の状況とは大きく異なってい

る。少子化により、１８歳人口は１９９２年の２００万人をピークに減少に転じ、２００２年

には１５０万人へと減少し、さまざまな産業において需給ギャップの拡大と期待収益

率の低下をもたらしている。このことは、国内自動車販売台数がバブル崩壊もあり

１９９０年の４３０万台から２００２年には３００万台に減少したことを見れば明らかである。
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このため、日本企業は大企業ばかりでなく中小企業も含め、中国華南の深�を中
心とする珠江デルタ地帯、上海を中心とする長江デルタ、北京、天津の華北、大連

を中心とする中国東北地域など、高成長を持続し、高い収益率が期待できる中国沿

岸の新しい工業ベルト地帯への進出を積極化している。現在、日本企業の対東アジ

ア戦略は、中国における生産・販売体制の整備を最優先している。このことは、日

本の対ASEAN投資が減少し、日本の対中直接投資が増加し、後者は前者を２００２

年上半期に逆転したことから理解できる（表１、２参照）。

中国へのFDIの流れが強まり、反対に、経済成長率が低下しているASEANへ

のFDI流入は減少し（表３参照）、東アジアにおける資本のアロケーションが大き

く変化している。このために、中国が競争力を上昇させ、ASEANが競争力を低下

させるのではないかという懸念が強まっている。中国の台頭は、ASEANに競争力

の維持と強化を迫っている。

一方、日本は、経済停滞と閉塞感を打破し、新しい成長に向け競争力を強化して

いくことが課題となっている。そのための一つの方策が、東アジアとの経済連携を

強め、相互に貿易・投資を拡大していくことである。まずは、日本企業が東アジア

において最大の投資を行ってきたホームグランドであるASEANの競争力を強化

することは日本にとって最大の利益をもたらすということで、ASEANとの経済連

携を強化するため、日本は２００２年１月、「日・ASEAN包括的経済連携構想」を提

唱した１。日本とASEANが共に発展する経済連携を通じて、競争力を強化するこ

とが日本の戦略である。

このような認識から、本稿では、まず、１９９０年から２０００年までのASEAN、中

国、日本の競争力を計測し、東アジアにおける競争力の現状を検討する。次に、

ASEANで製造オペレーションを行っている日系企業は、中国台頭のなか、競争力

を維持するためどのような対応をとっているのか、事例分析によりファクツ・ファ

インディングを行い、ASEANの競争力の維持・強化策を検討する。最後に、日本

とASEANが競争力を強化するためには、日・ASEAN経済連携はどうあるべき

１ 日本が経済再建のひとつの方策として日・ASEAN包括的経済連携を考えていることについて

は、経済産業省大臣官房広報室、財団法人経済産業調査会『経済産業ジャーナル』２００２，年１２

月号、５３ページを参照。また、なぜASEANと経済連携を締結するのかについては、日本が東

アジアにおいて最大の投資を行ってきた地域がASEANであるからである。政府の意見を代表

するものとして、渡辺修［２００３］が参考になる。
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表１ 日本の国別・地域別対外直接投資実績件数

年 度
インド
ネシア

マレー
シア

フィリ
ピン

シンガ
ポール

タ イ
ベ ト
ナ ム

ASEAN
６ヶ国

中 国 香 港

１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１
２００２上半期

１４０
１５５
１４８
１２２
１１５
１１６
１６８
１６０
１７０
６２
５７
２５
５１
１３

１５９
１６９
１３６
１１１
９２
５１
５７
６９
８２
３２
４４
２３
１８
５

８７
５８
４２
４５
５６
７５
１００
７５
６４
４５
３１
４１
２４
７

１８１
１３９
１０３
１００
９７
６９
９４
１０２
９６
５８
４９
２３
３０
１０

４０３
３７７
２５８
１３０
１２７
１２６
１４７
１９６
１５４
７２
７２
６１
５１
３０

１
１
１
８
１２
２５
５４
６５
４５
１２
１７
５
９
１

９７１
８９９
６８８
５１６
４９９
４６２
６２０
６６７
６１１
２８１
２７０
１７８
１８３
６６

１２６
１６５
２４６
４９０
７００
６３６
７７０
３６５
２５８
１１２
７６
１０２
１８７
１４２

３３５
２４４
１７８
１５４
１８４
１１２
１１９
８９
１１５
５１
７５
５１
３７
１８

（注）２００２年度は上半期のみ。
（出所）財務省、国別・地域別対外直接投資実績（www.mof.go.jp/fdi/sankou01.xls、２００３年２月

５日アクセス）より筆者作成。

表２ 日本の対外直接投資 （単位：億円）

年 度
インド
ネシア

マレー
シア

フィリ
ピン

シンガ
ポール

タ イ
ベ ト
ナ ム

ASEAN
６ヶ国

中 国 香 港

１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１
２００２上半期

８４０
１，６１５
１，６２８
２，１４２
９５２
１，８０８
１，５４８
２，７２０
３，０８５
１，３７８
１，０２４
４５７
５７６
１６０

９０２
１，０６７
１，２０２
９１９
８９２
７７２
５５５
６４４
９７１
６５８
５８６
２５６
３２０
５７

２６９
３８３
２７７
２１０
２３６
６８３
６９２
６３０
６４２
４８５
６８８
５０６
９４６
１３０

２，５７３
１，２３２
８３７
８７５
７３５
１，１０１
１，１４３
１，２５６
２，２３８
８１５
１，０７３
４６８
１，２２３
３５５

１，７０３
１，６９６
１，１０７
８４９
６８０
７４９
１，１９６
１，５８１
２，２９１
１，７５５
９１０
１，０２９
１，１０２
３４８

０
１
０
１３
５２
１７７
１９２
３５９
３８１
６５
１１０
２４
９７
３１

６，２８８
５，９９３
５，０５２
５，００７
３，５４６
５，２９０
５，３２６
７，１８９
９，６０９
５，１５６
４，３９１
２，７４０
４，２６５
１，０８１

５８７
５１１
７８７
１，３８１
１，９５４
２，６８３
４，３１９
２，８２８
２，４３８
１，３６３
８３８
１，０９９
１，８０２
１，１３２

２，５０２
２，６１０
１，２６０
９６６
１，４４７
１，１７９
１，１０６
１，６７５
８５３
７７０
１，０８３
１，０３４
３７０
１５２

（注）２００２年度は上半期のみ。
（出所）財務省、国別・地域別対外直接投資実績（www.mof.go.jp/fdi/sankou01.xls、２００３年２月

５日アクセス）より筆者作成。
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か、日本はどのような役割を果たすべきかを議論する。

第１節 産業競争力とキャッチアップ過程

１．競争力の計測

競争力を測る指標にはさまざまな指標があるが、ここでは競争力は貿易に現れる

と考える。貿易統計を用いた競争力指標としては、Balassa［１９６５］２以来、RCA

指標が用いられることが多い。RCA指標はある商品の輸出が世界との比較におい

てどれだけ特化しているか、すなわち、比較優位を示す指標である。本稿は、いく

つかの産業において同時的に競争力を強めている東アジアの競争力を産業別に計測

し、どの国の競争力が強くてどの国の競争力が弱いか国際比較を目的としており、

RCA指標はこの目的にそぐわない。ここでは、国際競争力指標（International

２ 例えば、Balassa［１９７９］がある。

表３ 海外直接投資 （単位：１０億ドル）

１９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３

中 国
対GDP比（％）
香 港
対GDP比
韓 国
対GDP比（％）
台 湾
対GDP比（％）
シンガポール
対GDP比（％）
マレーシア
対GDP比（％）
タ イ
対GDP比（％）
インドネシア
対GDP比（％）

４１．７
５．１
－
－
２．３
０．４
１．９
０．７
１０．４
１２．４
５．１
５
２．３
１．３
６．２
２．７

４５．３
５
－
－
２．８
０．６
２．２
０．８
１３
１５
５．１
５．１
３．９
２．６
４．７
２．２

４５．５
４．７
１４．８
９．１
５．４
０．１
０．２
０．１
６．３
７．５
２．２
３
７．３
６．５
－０．４
－０．４

４０．３
４．１
２４．６
１５．６
９．３
１
２．９
１
７．２
８．９
３．９
４．９
６．２
５．１
－２．７
－１．９

４０．７
３．８
６１．９
３８．１
９．３
１．６
４．９
１．６
６．４
７．９
３．８
４．２
３．４
２．８
－４．６
－３

４７．３
４．１
２２．８
１４．１
３．２
１．５
４．１
１．５
２
２．２
１．１
１．３
３．８
３．３
－５．９
－４．１

５３．１
４．３
２０．７
１２．１
３．５
０．９
２．５
０．９
２．８
３．２
１．９
２
１．１
０．９
－３．７
－２

５８．４
４．３
２０．２
１２．３
３．６
０．９
２．７
０．９
３．３
３．６
２．２
３
１．９
１．４
－２．４
－１．１

（出所）Asia Pacific Forecasts, November11, 2002 より筆者作成。
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Competitive Coefficient : ICC）を用いる。ICC指標を用いた先行研究としては、

渡辺・梶原［１９８３］、高中［２０００］がある。また、Hirartsuka［２００２a，２００２b］

はICC指標を用いてプロダクトサイクル論の観点からキャッチアップ議論を展開

し、雁行形態発展パターンが東アジアに見られるかを検討している。ICC指標は、

輸出額から輸入額を差し引いた純輸出額を、輸出と輸入を合計した貿易額で割って

算出され、下記のように記述できる。

ICC＝（輸出－輸入）／（輸出＋輸入）

分子の輸出－輸入は、国内生産－国内需要と恒等関係にあり３、したがって、

ICC指標は間接的に国内の需給を考慮している。実際、われわれはこのICC指標を

時系列に観察することにより、国内の需給関係を議論することができるし、経済規

模にかかわらず競争力が上昇しているのか低下しているのか知ることができる。

ICC指標は、マイナス１からプラス１の間の値をとる。ICC指標がゼロより小さ

いとき、その産業あるいは商品の競争力は弱く、国内生産は国内需要を下回る。反

対に、ICC指標がゼロより大きく１を下回るとき、産業あるおいは商品の競争力は

強く、国内生産が国内需要を上回る。

ICC指標が上昇傾向にあれば、競争力が上昇していることを示し、ICC指標が低

下傾向にあれば競争力が低下していることを示している。したがって、ICC指標を

時系列で国際比較すれば、どの産業において、どの国が競争力を上昇させどの国が

競争力を低下させているのかを観察できるし、どの国とどの国が競争関係にありど

の国が競争に勝ちどの国が競争に負けているか概ね理解することができる。

２．キャッチアップ・プロダクトサイクル

ICC指標の大きな特徴は、ICC指標が描く軌跡そのものがプロダクトサイクルに

連動したキャッチアップ・サイクルを反映していることである。したがって、ICC

指標の軌跡から競争力がどのキャッチアップ・プロダクトサイクルのステージにあ

るか知ることができる。日本産業のキャッチアップ・プロダクトサイクルを実証的

に分析した山澤［１９８４］、Yamazawa［１９９０］は、キャッチアップ・プロダクト

３ 国内生産＋輸入＝国内需要＋輸出より、輸出－輸入＝国内生産－国内需要となる。
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(1)
導入ステージ

(2)
輸入代替ステージ

(3)
輸出ステージ

(4)
成熟ステージ

(5)
逆輸入ステージ

i

0

1

-1

サイクルを５段階に分けている。本稿では、それらに従い、ICC指標が描く軌跡を

次のキャッチアップ・ステージと定義し、図１の軌跡を描く。

（１）ICC指標がマイナス１の値をとるとき、産業（商品）は輸入を通して紹介さ

れる“導入”ステージにあり、国内生産も輸出も行われていない。

（２）ICC指標がマイナス１の値と０の値の間で上昇傾向にあるとき、産業（商品）

は“輸入代替”ステージにあると定義する。このステージでは、産業（商品）の競

争力は上昇しているが、大量生産には至っていないため、競争力は弱く、国内生産

は国内需要を下回る。

（３）ICC指標が０とプラス１の間の値で上昇しているとき、産業（商品）は“輸

出”ステージにあると定義する。このステージでは、生産水準は「規模の経済」が

働く水準に達しており、国際的に高い競争力を持ち、競争力を上昇させている。国

内生産は国内需要を大幅に上回る。

（４）ICC指標が１の値と０の値の間で下降傾向にあるとき、産業（商品）は“成

熟”ステージにあると定義する。このステージでは、競争力は依然として強いもの

の低下している。このステージでは、より後発の国が大量生産によりローエンド製

品を輸出するようになっており、先発国は後発国からローエンド製品を輸入し、ハ

イエンド製品を後発国に輸出することで競争力を維持し、国内生産が国内需要を上

図１ キャッチアップ・プロダクトサイクルに基づくICC競争力指標

（出所）筆者作成。
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回る。

（５）ICC指標が０とマイナス１の間の値をとり下降傾向にあるとき、産業（商品）

は“逆輸入”ステージにある。このステージでは、国内製品は安い輸入品との競争

に失敗し輸入品にとって代わられ、競争力を低下させている。このステージでは、

最終的には先発国は超高級品などニッチ製品を生産するにとどまる。

後発国の競争力は“導入”ステージから始まり、“輸入代替”ステージそして

“輸出”ステージへとステージアップし、競争力において、先発国にキャッチアッ

プする。一方、先発国は、後発国の追い上げにより、競争力を低下させ“輸出”ス

テージを維持できなくなり、次の“成熟”ステージへと移行する。このステージで

は、先発国は、製品を高度化し後発国との製品差別化に成功しなければ、競争力の

低下が止まらなくなり、“逆輸入”ステージの最も右端の水準に追いやられるまで

競争力を低下させてしまう。そこでは、もはや先発国は、ニッチ製品などを製造す

るにとどまる。

３．雁行形態的展開

このキャッチアップ・プロダクトサイクルは、先発国が先頭を走り、後続国が先

発国の後を追い、最後発国が後発国の後を追うという雁行形態的発展パターンを示

すクラシカル・パラダイムが想定されている。しかし、資本自由化の時代には、最

後発国がFDI流入を梃子に“輸出”ステージへとステージアップし、“輸入代替”

ステージにとどまる後発国を追い越してしまうことが起こる。先発国が先頭を走

り、後続国が後を追い、その後を最後発国が追う雁行形態的展開、クラシカル・パ

ラダイムは、資本自由化時代に必ずしも成り立たなくなっている。

後発国の競争力が“輸入代替”ステージから“輸出”ステージへとステージアッ

プするにはどのようなモーメントが働いているのか。ゆっくりとステージアップす

るケースと急速にステージアップするケースとでは、ステージアップに働くモーメ

ントは異なる。

ゆっくりとステージアップするのは、国内産業が外国技術を導入するなど次第に

競争力をつけ輸出段階に達するケースである。この場合には、部品の現地調達率や

部品産業の集積を伴いながら競争力が上昇する。

これに対し、後発国の競争力が“輸入代替”ステージから“輸出”ステージへと

急速にステージアップするのは、FDIが大量に流入する場合である。プロダクトラ
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イフが短くなっているため、後発国において製造を行うためFDIが行われ、この

結果、競争力が急速に上昇し、短期間に“輸出”ステージへと上昇するケースが多

数見られる。このことは、次節以降で、実際に確認にする。

反対に、先発国は、FDIの流出により、急速に競争力を低下させ“輸出”ステー

ジから“成熟”ステージ、あるいは“逆輸入”ステージへと移行することが考えら

れる。FDI流出が起きる場合には、先発国は、研究開発を強化し、製品の高度化す

るなど後発国との製品差別化を図ることにより、競争力を強化していかなければ、

“逆輸入”ステージへと押しやられてしまう。

４．キャッチアップ・タイムの違いと商品分類

上記のようなキャッチアップ・プロダクトサイクルを描くICC指標を時系列的に

観察すれば、一国の競争力が産業別にどのようなステージにあるのか知ることがで

きるし、また、ICC指標を国際比較をすれば、ある国の産業の競争力が国際的にど

のようなポジッションにあるのか、そしてどの国がどの国を追っているかを概ね理

解することができる。

しかし、商品によっては、ICC指標がキャッチアップ・プロダクトサイクルを描

かない商品がある。例えば、ハードディスク・ドライブ（HDD）である。２．５イ

ンチのHDDは、日立と東芝がフィリピンで製造し、富士通とIBMがタイで製造し

ているだけで、これら４工場が世界の全量を生産している。したがって、２．５イン

チHDDの場合には、タイとフィリピンの２カ国は“輸入代替”ステージを経験せ

ずに“輸出”ステージから始まっている。また、２．５インチHDDの用途はノート

パソコンや車載ナビゲーターなどで、それらを製造するために２．５インチHDDを

輸入する国は限られる。つまり、２．５インチHDDについては、フィリピンとタイ

の２カ国だけがICC指標がプラス１の値を取り、数カ国がマイナス１の値をとるも

のの、多くの国は何の値もとらない。したがって、２．５インチHDDのICC指標は

クラシカルなキャッチアップ・プロダクトサイクルを描くことができない。

このような理由から、ICC指標の利用にあたっては、単一商品を分析対象とする

のではなく、産業ごとや商品グループごとのICC指標を見ていく必要がある。

もうひとつ重要な点は、明確なプロダクトサイクルを描くICC指標を作成するた

めには、産業あるいは商品によって、キャッチアップ・タイムが異なる点を考慮し

なければならない。キャッチアップ・タイムは、同じ機械類でも、軽機械製品と重
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機械製品とでは異なり、大量生産可能な軽機械製品はFDIが流入しやすく、“輸入

代替”から“輸出”へのステージアップ、つまり、キャッチアップが早く、大量生

産に適さない重機械ではFDIが流入しにくいためキャッチアップは遅くなる。ま

た、キャッチアップ・タイムは、最終財と中間財とでは異なり、軽機械産業でも最

終財ではキャッチアップが早く、部品ではキャッチアップは遅くなる４。キャッチ

アップが異なることを考慮して商品を分類することにより、産業内におけるキャッ

チアップの波及過程と国際分業の状況についてもある程度議論が可能となる。

このように商品ごとにキヤッチアップタイムの違うことを考慮して、国連国際標

準貿易分類第３版（SITC－R３）に従い、貿易統計を４３項目に分類した。補足資

料２の表１は、農産物、農産加工品、鉱物、天然繊維、化学繊維、鉄鋼製品、アパ

レル、履物及び皮革製品、家電製品、家電部品、情報通信機器、情報通信機器部

品、パソコン及び周辺機器、電子部品、オートバイ、乗用車、商用車、自動車部品

など４３分類の項目と代表的な商品をとりまとめ、補足資料３の表２は、４３分類の

SITCコードを示している。なお、実際には、使用した貿易統計は、SITC－R３、

HS１９８８年度版、HS１９９６年度版の貿易分類コードに基づいて貿易統計が分類され

ている。このため、ICC指標の作成にあたっては、HS１９８８年度版、HS１９９６年度

版の貿易分類コードに基づいた貿易統計については、SITC－R３コードに従い変

換している。詳しい内容については、本章に続く補論「貿易商品分類から商品グル

ープ４３部門への変換」（野田容助）を参照されたい。

第２節 ASEAN、中国、日本の産業競争力

補足資料１の図１～１０は、前節の４３産業（商品分類）のなかから主要１０産業に

ついて、１９９０年から２０００年のICC指標の変化を示したものである５。各図は、各国

経済を、先発国「forerunner economy」グループ（米国と日本）、先発国を追う

４ 最終財より部品において、FDI流入が先行し、競争力が上昇する場合もある。１９７０年代初め、

シンガポールでは、電子部品産業にFDIが流入し輸出産業に発展した。ある程度、電子部品産

業が発展した後の１９７０年代終わりに、日本の家電メーカがシンガポールに進出したという経験

がある。これは、部品産業のキャッチアップが最終財のキャッチアップに先行した例である。
５ フィリピンは１９９８年、中国は１９９９年、韓国は２００１年。
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後続国「forerunner-followingeconomy」グループ（韓国、台湾、シンガポール、

香港のアジアNIES）、さらにそれを追う最後発国「latecomer economy」グルー

プ（マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピンのASEAN４と中国）の３グル

ープ分け、グループごとに各経済のICC指標を時系列に示したものである。この図

から、各国の競争力が上昇しているのか低下しているのか、各国の競争力がどのよ

うなステージにあるのか産業別に検討することができる。

１．ASEAN５の競争力

（１）シンガポール

シンガポールは、石油化学基礎製品において、アジア太平洋地域で、最大の競争

力を示している。家電製品の競争力は緩やかな低下傾向にあり“成熟”ステージに

あるものの、パソコン及び周辺機器は“輸出”ステージを維持し、事務通信機器と

精密機器の競争力は１９９０年代にゆっくりと上昇し“輸出”ステージに上昇した。

これら最終財の競争力を支えているのは、部品産業の競争力である。シンガポール

の家電部品、電子部品の競争力は“輸出”ステージへと上昇し、事務通信機器部品

の競争力も“輸出”ステージを維持し、精密部品についても“輸出”ステージ直前

にある。シンガポールの家電・電子産業は競争力をゆっくりと上昇させているとこ

ろに特徴がある。このことは、FDIの急増により大量生産が始まり競争力が上昇し

たのとは異なり、裾野産業が発展しながら、製品の高度化が進展していることを示

している。シンガポールは、韓国、台湾と同様、金型の競争力を上昇させている。

これは、シンガポール企業がインドネシア、マレーシア、タイ、ベトナムなど周辺

国に進出したのに伴い、進出国への金型輸出を増加しているからである。

（２）マレーシア

マレーシアの家電産業は、１９９０年代を通じて東アジアにおいて最高の競争力を

維持し、情報通信機器は東アジアにおいて日本に代わって最高の競争力を示すよう

になった。マレーシアのパソコン及び周辺機器は１９９０年代のブームに乗り、競争

力を上昇させ“輸出”ステージへと高めている。しかし、部品については、電子部

品を除けば、マレーシアの競争力は明白な上昇を示しておらず、タイに追い越され

ている。マレーシアは、化学繊維、基礎化学製品、鉄鋼などの素材産業に加えて、
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金属加工、金型、さらには、オートバイ、商業車、乗用車、金型、金属加工、産業

機械、工作機械の基幹産業の競争力が弱い。また、１９９０年代には、雑貨製品（衛

生製品、玩具、楽器等）の競争力が低下し、“成熟”産業になっている。

（３）タイ

タイは、素材産業のうち化学繊維の競争力を上昇させ“輸出”ステージへの移行

に成功した。家電、情報通信機器は競争力を高め“輸出”ステージを維持したほ

か、１９９０年代にパソコン及び周辺機器、精密機器が競争力を上昇させ“輸出”ス

テージに入った。タイの特徴は、家電部品、情報通信機器部品、電子部品、精密機

器部品の部品が“輸出”ステージへと競争力を上昇させ、これら部品産業の競争力

が家電、情報通信機器など組み立て最終財の競争力につながっている点である。ま

た、オートバイ、商用車の競争力も上昇し“輸出”ステージに入っており、乗用車

についても競争力を著しく上昇させており、“輸出”ステージへと近づいている。

しかし、雑貨製品の競争力が低下するなど、中国やインドネシアの低賃金国との競

争に失敗している産業もある。タイのアパレルは、３０％の高い関税率により保護

され、高い競争力を維持しているが、保護がなくなればアパレルの競争力は低下

し、中国からの安い輸入品にとって代わられることが予想される。

（４）インドネシア

インドネシアは、化学繊維、石油化学、鉄鋼などの素材産業の競争力が弱いが、

紡糸・織物においてASEAN４と中国グループで最大の競争力を持っている。イン

ドネシアは、中国と同様、低賃金を生かし、雑貨製品の競争力を上昇させている。

また、インドネシアは、１９９０年代半ばに日本、台湾、シンガポールからFDIを引

きつけ、家電、事務通信機器、パソコン及び通信機器、電子部品の競争力を“輸

出”ステージに上昇させた。部品の競争力も上昇している。１９９８年の通貨下落は、

インドネシアの輸出産業の競争力を高め、家電部品、事務通信機器部品、電子部品

の競争力を上昇させたと理解できる。また、インドネシアは、オートバイにおい

て、競争力を強めている。

（５）フィリピン

フィリピンでは、家電の競争力が低下しているほか、事務通信機器の競争力は上
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昇し“輸出”ステージへとキャッチアップしているとはいえ、他のASEAN諸国

に比べると競争力は弱い。これは、家電部品、事務通信機器部品、精密機器部品の

競争力がほとんどないからである。フィリピンの競争力が強い産業はパソコン及び

周辺機器であり、この産業は電子部品の強い競争力により支えられている。また、

フィリピンは自動車部品の競争力が上昇し“輸出”ステージにある。雑貨製品の競

争力は、１９９０年代に、中国、インドネシアとの競争で急速に低下させている。

２．中国の競争力

中国は、１９９０年代にさまざまな産業において競争力を急速に上昇させている。

マレーシア、タイ、フィリピンが雑貨製品の競争力を低下させているなか、中国は

競争力を上昇させた。これは、中国が勝ち組となり、ASEANが負け組みとなった

例である。また、金属加工についても、ASEAN４と中国のグループの中では、唯

一中国だけが高い競争力を示している。中国はアパレルについても高い競争力を示

している。ASEAN４のアパレル産業は高い関税率に保護され競争力を維持してい

ることを考えると、ASEANと中国のFTAが実現された場合には、競争力のある

中国製品の輸入が増加し、ASEAN４のアパレルは雑貨製品と同様に競争力を低下

させると見られる。

中国は、また、ASEAN４と同様、家電、事務通信機器、パソコン及び周辺機

器、さらには精密機器についても競争力を“輸出”ステージへと上昇させている。

これら家電、事務通信機器、パソコン及び周辺機器、精密機器について、中国は

ASEANと競合関係にある。また、中国は、タイと同様、オートバイ、商業車にお

いて、競争力がある。

中国が、ASEANに対し競争力で劣る分野は部品である。中国は、家電部品につ

いては競争力を高め１９９５年から１９９７年にかけ“輸出”ステージへとステージアッ

プしたが、１９９８年以降、家電などの組み立て産業の発展により部品需要が高まり

輸入が増加し、結果的に家電部品の競争力は低下している。また、中国は、事務通

信機器部品、電子部品、精密部品の競争力はまだまだ低い。中国の部品産業はコー

ド、プリント・サーキット・ボードなど低価格な部品を輸出し、技術集約的部品の

ほとんどを輸入に依存しているからである。この点、日本企業をはじめ外国企業の

経験が長いASEANとりわけタイが進んでいる。
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３．日本の競争力

日本は、ASEAN４や中国の競争力が強めている産業で競争力を低下させている

が、ASEAN４や中国の競争力が弱い産業で強い競争力を維持しており、日本は

ASEAN４や中国と貿易上、補完的関係にある。

日本のいくつかの産業は、ASEAN４や中国の台頭、韓国、台湾、シンガポール

の競争力上昇の影響を受け、競争力を低下させている。アパレル、雑貨製品（玩

具、台所用品、衛生製品）など労働集約的な製品の競争力は低下し、“逆輸入”ス

テージにある。家電、事務通信機器の競争力は低下し、“成熟”ステージに入って

いる。また、パソコン及び周辺機器の競争力は１９９０年代に“輸出”ステージから

“逆輸入”のステージへと低下した。精密機器の競争力も緩やかではあるが低下し

ている。

しかし、日本は、家電部品、事務通信機器部品、電子部品など部品産業におい

て、台湾、韓国、シンガポールの後続国やタイの追い上げを受け、競争力を緩やか

に低下させ“成熟”ステージに入っているものの、依然として東アジアで最高の競

争力を維持している。これは、日本が基幹部品をアジアNIES、中国、ASEANに

輸出しているからである。

日本は金型において高い競争力を維持しているが、韓国や台湾の金型の競争力が

上昇しており、この影響を受け、日本の金型産業は競争力をわずかであるが低下し

ている。

日本は、オートバイ、商用車、乗用車、自動車部品、産業用機器、工作機械の機

械産業のほか、化学繊維、プラスティック産業の基礎化学製品、化学製品、鉄鋼の

素材産業において高い競争力を持ち、“輸出”ステージにある。

このように、日本は、FDIが流出したアパレル、電気・電子産業において競争力

を低下させており、FDI流出が少ない重機械産業において強い競争力を維持してい

る。

第３節 東アジアの雁行形態発展パターン

１．東アジアにおける雁行形態発展パターン

東アジアでは、先発国の日本を先頭に、それを韓国、台湾、シンガポールのアジ
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(1)
導入ステージ

(2)
輸入代替ステージ

(3)
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アNIESの後続国、それを追うASEAN４と中国の後発国（latecomer）、さらに

その後をASEAN新規加盟国（ベトナム、ラオス、ミャンマー、カンボジア）が

追うという、雁行形態的発展パターンが想定される。実際のところ、いくつかの産

業が、産業によって後発国による先発国へのキャッチアップ段階は異なるものの、

雁行形態的発展パターンをとっている。

雁行形態的展開が後発国による先発国に対するキャッチングアップという点にお

いて最も進んでいるのが、アパレルである。図２は、補足資料１の図１、アパレル

のICC指標をもとに、ASEAN４、中国、韓国、台湾、香港、シンガポール、日本

そして米国のアパレル産業の競争力がどのステージにあるのか、競争力のポジッシ

ョンを示したものである。図２に見るように、アパレルでは、先発国の日本が“逆

輸入”ステージでも最も進んだ段階にあり、韓国、台湾、シンガポール、香港のア

ジアNIESは“成熟”段階、そしてASEANと中国は“輸出”ステージにある後発

国による先発国のキャッチングアップは雁行形態を伴いながら、家電、事務通信機

器、パソコン及び周辺機器などの最終組み立て製品においてかなり進んでいる。図

３は補足資料１の図６、パソコン及び周辺機器のICC指標から、各国の競争力のス

テージを示したものである。パソコン及び周辺機器では、日本が“逆輸入”ステー

ジへと進み、台湾、シンガポール、韓国が“成熟”ステージにあり、マレーシア、

中国、タイ、インドネシアの競争力が“輸出”ステージという雁行形態的な発展パ

図２ 競争力のステージ：アパレル（０８）

（出所）補足資料１の図１より筆者作成。
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ターンが見られる。

部品は、図４は補足資料１の図７、家電部品の競争力ステージを示しているが、

日本は競争力を低下させ“成熟”ステージに入っているものの競争力は最も強く、

韓国、台湾、シンガポールがようやく“輸出”ステージに入り、ASEAN４と中国

は“輸入代替”ステージと“輸出ステージ”のほぼ中間、一部の国は“輸出”ステ

図３ 競争力のステージ：パソコン及び周辺機器（２５）

（出所）補足資料１の図６より筆者作成。

図４ 競争力のステージ：家電部品（２６）

（出所）補足資料１の図７より筆者作成。
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ージに達するという雁行形態的展開が見られる。このことは、少なくとも先発国の

日本が高級品や高度技術が要求される基幹部品を製造し、その他の東アジアの国・

地域に輸出していることを意味している。

また、産業用機械、工作機械、鉄鋼は、日本が“輸出”ステージにあり、後発に

よる追い上げは始まったばかりで、アジアNIESが未だに“輸入代替”ステージの

段階にあり、ASEAN４と中国が“輸入代替”の初期ステージという雁行形態的発

展パターンを示している。このことは、補足資料から容易に確認できる。

２．雁行形態展開の部分的崩壊

雁行形態的展開を示している産業のなかにも、部分的には、後発国が先発国より

も先のキャッチングアップ・プロダクトサイクルのステージへと進むケースが見ら

れており、部分的に雁行形態的展開は崩れている。例えば、精密機器では、タイ、

中国の後発グループが先発の韓国より先に“輸出”ステージに進んでおり、雁行形

態的展開が部分的に崩壊している。

また、ASEANのなかで、後発国が先発国を追い越すケースが見られる。マレー

シアは、１９７０年代初頭から輸出志向工業化を進め、競争力を高めたが、現在では、

部品産業の競争力という点において、タイやインドネシアに追い越されている。こ

れは、１９９０年代にタイやインドネシアへのFDI流入が急増し、両国において外国

企業による部品集積が進んだためである。

後発国が先発国を飛び越えて進むということは、過去にも見られた。１９５０年代

初頭において、フィリピンはASEANの中で最も工業化が進んだ国であったが、

工業化や競争力ステージの点において、少数の産業を例外とすれば、マレーシアや

タイに完全に追い越されている。

後発国が“輸入代替”ステージから“輸出”ステージへと競争力を高めたり、後

発国が先発国を追い越したりした産業は、家電などの弱電や部品など軽機械産業で

あり、これら産業は先発国からFDIが流入した産業である。このことは、FDIが

流入するかどうかが、後発国の競争力を左右するということを示唆している６。

６ 中国家電産業の競争力の上昇は、FDI流入に加えて、地場企業が先進国から技術を導入し価格

競争力をつけていることが、競争力上昇の要因のひとつとなっている。中国の競争力の上昇に

は、日本、韓国が歩んだように、国内市場における量産効果を生かしながら、外国からの技術

導入により、競争力を強化してきた。
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第４節 中国台頭下のASEAN日系企業の競争力強化策

すでに見たように、２００１年以降、中国へのFDI流入が増加し、ASEANのFDI

流入が減少している。このことは、中国の競争力が上昇し、ASEANの競争力が低

下し、この結果、ASEANは１９９０年代に上昇させた競争力のステージを“輸出ス

テージ”から“成熟”ステージへと追いやられる可能性があることを示唆してい

る。実際、競争力は、１９９０年代だけでも、大きな変化を見せており、大きく変化

する特性がある。

ASEANが、競争力を維持することはできるのか。以下では、ASEANにおいて

最大の直接投資国である日本から進出した企業が、中国の台頭のなかで、どのよう

な対応を見せているのか、事例を見ることにより、今後のASEANの競争力強化

の方向性を探ることにする。

１．ローエンド製品からの脱皮、R&Dの強化、技術集約製品志向

（１）地場部品の調達とR&Dの強化

ASEANに最適調達と最適生産を追求し、中国との価格競争に対抗している事例

として、レジスターと業務用計算機をマレーシアでOEM供給している青葉電子が

ある。同社と日本の親会社、クローバー電子を合計した生産量は、レジスターと計

算機の世界市場の４割を占める。同社が製造しているレジスターと業務用計算機

は、いわゆる成熟商品で、関連技術が標準化されている商品で、コスト競争が厳し

い。同社は、コスト削減のため、徹底した最適調達を追求し安い部品を調達し、安

い部品をテストし使うように努力している。このため調達部のスタッフ１０人の半

数は新規部品の調達を担当している。部品は、基幹部品のLSIを日本から輸入して

いる以外は、日系部品を一切使用せず、マレーシアの地場企業から調達している。

近年では、中国華南の地場企業から部品の３０％を調達するようになっているが、

それらは中国華南から香港経由で調達している。上海が華南の部品を調達する場合

にも、香港経由で船舶輸送されるため、この点では、上海と条件が同じである。同

社は雇用の面で現地化を進めており、日本採用の日本人は解雇し、現在の日本人社

長と日本人技術者は現地採用である。また、コスト削減のため、２人のエンジニア

を中国から採用している。同社が競争力を維持しているもうひとつの背景は、R&

第２章 日・ASEANの競争力と経済連携
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Dを自社内で行ない、開発コストを抑えている点である。また、同社は、中国に実

験的に新工場を建設するが、中国工場で製造する製品のR&Dは日本で行うことか

ら、マレーシア工場は競争力を維持できるという。

（２）中国との製品差別化

ASEANに展開している日系企業は、中国との製品差別化により、競争力の維持

を図っている企業が多い。JVC電子マレーシアは、音響製品を製造しており、

１９９２年から自社内でR&Dを行っており、エンジニアが育っており、製品開発コス

トを抑えている。また、地場企業からも部品を調達しコスト削減を図っている。し

かし、同社が競争力を維持している決定的要因は、MD内臓の音響製品など中国で

は製造していない高級機の製造に特化し、中国との製品差別化を図っている点であ

る。

マレーシアのキャノン・オプトは、カメラを製造していたが、中級機カメラを残

して、デジカメに移行した。将来的には、カメラは中国に全面移管する予定で、マ

レーシアでは中級デジカメを製造する。日本では、高級一眼レフカメラと高級デジ

カメを製造し、マレーシアでは中級デジカメを製造し、中国では低価格デジカメと

中級カメラを製造するという国際分業を展開している。

（３）技術集約型製品の製造

ASEANの日系企業のなかには、技術集約型製品を製造することで高い競争力を

維持する企業がある。ミネベアとNIDECは共にタイに主力工場を持っているが、

両者は２．５インチHDD向けに、高い精度が要求される流体軸受けモーターを製造

している。タイ藤倉電線は日本で製造していた最新鋭のフレキシブル・プリンティ

ド・サーキットの一貫工場をタイに移管し、タイ工場では設計部門を持ちユーザー

によって仕様の違う製品の設計を行っている。中国向けにはタイで前工程を処理し

た製品を、中国の工場で後工程処理を行っている。また、最大手のシーゲート社が

中国に３．５インチHDD製造を移したのに伴い、フィリピンとタイで３．５インチ

HDDを製造していた日立、東芝、富士通は、ローエンドのデスクトップ用３．５イ

ンチHDDの製造から撤退し、ハイエンド・モデルに完全移行した。また、デンソ

ー・タイランドは、高度の精度が要求されるディーゼル・エンジン向け電子噴射装

置をタイで製造する計画で、大型ディーゼル・エンジン向けは日本で製造し、小型
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ディーゼル・エンジンはアジアではタイで製造し、欧州向けにはハンガリーで製造

する計画である。

２．競争力強化策

上記の事例は、ASEANにおける日系企業は中国の台頭のなか、次のような展開

をとるであろうことを提示している。第１に、成熟製品については、中国の競争力

が上昇する中、ASEANに展開している日系企業は、競争力を維持するために、ロ

ーエンド製品の代わりにより高度な製品を製造するようになり、中国が代わってロ

ーエンド製品を製造するようになる。結果的には、ローエンド製品はASEANか

ら中国へとシフトし、高級品は日本で製造、中級品はASEANで製造、低級品は

中国で製造するという国際分業が展開し、ASEANは中国と補完的関係を構築して

いく。

第２に、技術集約型製品は日本で開発し、ASEANで製造するという展開が進む

であろう。

第３に、コスト削減のため、製造だけでなくR&DもASEANで行うという展開

が進むであろう。

シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピンのASEANにおいて、中国との

製品差別化、技術集約製品の製造、製品企画などのR&Dは、次のような理由によ

り、促進されるであろう。

第１に、日本企業はASEANにおける製造オペレーションの経験が長いことか

ら、日本式の生産管理に慣れており、エンジニアがそれなりに育成されているから

である。これに対し、多くの日本企業は中国における製造オペレーションの経験が

浅いことから、日本式生産管理を浸透させるという段階の企業が多いようである。

しかし、中国人のエンジニアは、工夫して改善する能力があることから、日本企業

の中国における製造経験が長くなれば、ASEANと中国との差はなくなるであろ

う。

第２に、より需要な点であるが、日本企業は、中級品や高級品、あるいは高度技

術の移転は日本企業にとってホームグラウンドのASEANが望ましいと考えてい

るからである。日本企業は、高度技術やハイエンド製品を、ビジネスルールを尊重

しない中国に移転することには慎重である。加えて、中国の地場企業は基盤技術を

持ち技術習得速度が早いことから、日本企業が研究開発したコストを回収する前に

第２章 日・ASEANの競争力と経済連携
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中国企業が製造技術のノウハウを習得してしまうことを恐れているからである。

第５節 日・ASEAN経済連携と産業高度化戦略

生産者は製造責任を果たすためあらゆるリスクを想定し安定的な製造体制を構築

しようとし、一方、大口顧客は各社、各国に競い合わせることにより、長期的に安

定した最適調達を追求しようとする７。したがって、中国だけが東アジアにおける

勝者となることはなく、これまで通りASEANは中国ととともに東アジアにおけ

る重要な輸出拠点の役割を担うであろう。そして、結果的には、中国の輸出割合が

増加する分、日本の輸出割合が減少するであろう。

上記の２極生産体制のなかで、ASEANが製造基地として、また、輸出基地と

して、どれだけの役割を担うのか。また、今後、日本が、競争力を維持していくた

めには、研究開発を強化し、産業を高度化していく必要があり、その過程で、技術

集約製品や高級品の製造がアジアに移管されていくと思われるが、果たして、

ASEANがその受け皿となれるのか。前者についてはインドネシアとベトナムが中

国と競合し貿易を拡大していくことが期待されるし、後者については、シンガポー

ル、マレーシア、タイ、フィリピンが受け皿となることが期待される。

いずれにせよ、それは、ASEANが人材の育成、裾野産業の育成、受注から納品

までのリードタイムを短縮する工程管理の改善、効率な物流システムの構築、迅速

な行政処理などキャパシティ・ビルディングを強化し、競争力の基盤を増強できる

７ この見方は、筆者が２００２年９月と１１月の２回にわたり、船井電機が９４％出資している大翔エレ

クトロニクスのタイ現地法人、大翔エレクトロニクス・タイランド（ナコンラーチャシーマー

県パークチョン群）におけるヒアリングが参考になった。なお、船井電機は、アメリカの大手

スーパーを顧客とし、船井グループの世界生産の７割を中国で生産し、中国に偏った製造体制

をとっている。顧客は中国の船井電気から調達できなくなった場合、大きな影響を受けること

から、船井電機は顧客に対する製造責任を果たすため、中国における製造割合を６割に引き下

げようとしている。船井電機は、大衆商品に狙いを定めており、コストを考えると、アジアが

生産拠点となり、現在のマレーシアに加えて、仏教国で安定しているタイを選択し、大翔エレ

クトロニクス・タイランドを設立した。同社は、家庭用電気製品・音響製品のモーターをタイ

で製造しているが、船井電機は同社以外からもモーターを調達するという。部品の調達を１社

に絞らず数社のサプライヤーに競い合わせることが、長期的には、最適調達の達成につながる

からであるという。
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かどうかにかかっている。同時に、また、それはASEANが自らの市場を魅力的

な市場にできるかどうかにもかかっている。

日・ASEAN経済連携はそれらの実現に貢献することが期待されている。すで

に、ASEANは、関税及び非関税障壁の削減に以下のような大きな成果を達成し、

域内の取引コストを削減している８。

関税率を削減する共通特恵関税品目（CEPT）プログラムは、①保護の必要から

一時的に共通特恵関税品目（CEPT）から除外する一時的排除品目、②農産物の輸

入制限品目、③国家の安全保障、などの一般排除品目を除いて、ASEAN域内で

４０％以上の原産地率を満たす品目について、ASEAN６（ブルネイ、インドネシ

ア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）は２００３年までに、ベトナム

は２００６年までに、ラオスとミャンマーは２００８年までに、カンボジアは２０１０年まで

に、域内関税率を０－５％まで削減する制度である。一時的除外品目については、

マレーシアが自動車の完成車輸入と組み立て部品を一時的除外品目に設定している

が、２０００年から２００５年の間に域内関税の削減に着手し、農産物の輸入制限品目の

一部も共通特恵関税品目に織り込み、ASEAN６は２０１０年までに、新規加盟国は

２０１５年までに、実質的に全ての関税率をゼロにする。

通関イニシアティブは、域内の税関処理を合理化、簡素化するため、ASEANワ

イドなWTO評価システム、通関手続きの調整、共通コードの採用が１９９９年から

２００４年までの計画で進められている。加えて、迅速な通関手続きを行うため、

２００３年を目指し事前通関検査の導入を検討している。

化粧品、家電・電子機器、通信機器、薬品について品質規格の統一と相互承認が

進められている。

通信、観光、金融、建設、航空輸送、対事業所サービス、海上交通７つのサー

ビス分野について自由化交渉が進められている。

ASEAN域内及び域外からの投資を促進するため、CEPTをモデルとして、域内

の投資阻害要因を除去し、規制を自由化、簡素化、透明化し、投資誘引を与える

ASEAN投資地域を進めている。ASEAN６にベトナムを加えた７カ国は、２００３

年までに製造業の一時的排除項目を除去し、ASEAN６カ国は２０１０年までに、新

８ ASEANによるAFTAとPlus Activityの動きについては、US－ASEAN Business Council［２００３］

が詳しい。
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規加盟４カ国は２０１５年までに全ての一時的排除項目を削減する。

このように、ASEANは、域内の貿易・投資のシームレス化にとり組んでおり、

成果を達成しており、１０の市場を統合する明確なビジョンを持っている。したが

って、日・ASEAN経済連携の枠組みは、ASEANの取り組み“AFTAプラス”

を日・ASEANに拡大することを基本としていくべきであろう。加えて、日本と

ASEANが共に発展していくためには、日本は、ASEANの競争力基盤とASEAN

の所得向上に協力していくことが重要である。日本とASEANが最大限の譲歩と

協力することを原則として、真の日・ASEAN経済連携を実現していくことが、日

本とASEAN双方の競争力の強化と産業高度化につながるであろう。

（平塚大祐）
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補足資料１ 図１－１０ 産業別ICC指標（１９９９‐２０００）

図１ アパレル（コード０８）

（出所）アジア経済研究所AIDXT systemより、筆者作成。（以下同じ）

図２ 雑貨製品（コード１５）
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図３ 金型 （コード２１）

図４ 家電製品（コード２７）
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図５ 事務通信機器（コード２４）

図６ パソコン及び周辺機器 （コード２５）
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図７ 家電部品 （コード２６）

図８ 事務通信機器部品 （コード２３）
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図９ 電子部品 （コード２２）

図１０ 産業用機械（コード１８）
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補足資料２ 貿易品目分類リスト

コード 商品グループ 商 品 例

１ 農産物 穀類，野菜、果実、タバコ葉
２ 農産物加工品 加工穀類、砂糖、飼料、飲料、，タバコ，木材、パルプ
３ 鉱物 石炭、原油、天然ガス
４ 精錬 鉄、非鉄金属、石油、ガス
５ 天然繊維 絹、綿、羊毛
６ 化学繊維 化学繊維
７ 紡糸、織物 紡糸、綿織物、人口繊維織物、メリヤス生地
８ アパレル アパレル、シーツ・カバー
９ 基礎化学製品 エチレン、プロピレン、合成ゴム
１０ 化学製品 プラスチック、化学肥料
１１ 鉄鋼製品 銑鉄、鋼鈑、棒鋼、鉄線、非鉄金属
１２ 金属加工 釘、スプリング、コンテナ
１３ 履物、皮革製品 靴、皮革製品、合板、木製品
１４ 家具 椅子、ベッド
１５ 雑貨製品 衛星製品、文具、宝石、楽器、台所流し台
１６ ガラス、セメント ガラス、セメント、セラミックス
１７ 産業用機械部品 タービン部品、ボイラー部品、エンジン・フィルター
１８ 産業用機械 ボイラー、変圧器、ボーリング機器、農業用機械、製織機械
１９ 工作機械部品 parts of machine tool
２０ 工作機械 工作機械、研削盤、研磨機、プレス機、溶接機
２１ 金型 金型、金型用板材
２２ 電子部品 プリント基板、コンデンサー、CPU
２３ 情報通信機器部品 コピー機部品
２４ 情報通信機器 コピー機、電話機、その他事務機器
２５ パソコン及び周辺機器 パソコン、周辺機器
２６ 家電部品 変圧器、テレビブラウン管、コンプレッサー、発電機
２７ 家電製品 エアコン、カラーテレビ、ビデオ機器
２８ 精密機器部品 顕微鏡、医療機器、計測器の各部品
２９ 精密機器 顕微鏡、医療機器、計測器
３０ 自動車部品 シャーシー、ブレーキ、ギアボックス、駆動輪
３１ 商用車 トラック、バス
３２ 乗用車 乗用車
３３ オートバイ部品 オートバイ部品
３４ オートバイ オートバイ
３５ 自転車部品 自転車部品
３６ 自転車 自転車、乳母車
３７ 鉄道車両部品 鉄道車両部品
３８ 鉄道車両 鉄道車両
３９ 航空機部品 航空機部品
４０ 航空機 航空機、ヘリコプター
４１ 船舶 船、ボート、ヨット
４２ テレビゲーム ビデオ、ゲーム
４３ 分類不能 電気

（出所）筆者作成。
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補足資料３ 国連国際標準貿易分類第３版（SITC－R３）に基づく貿易分類

１ ００１，０４１，０４２，０４３，０４４，０４５，０５４，０５７，１２１，２２２，２２３，２３１，２４４，２４５，２４６，２４７，２９１，２９２，４１１
２ ０１１，０１２，０１６，０１７，０２２，０２３，０２４，０２５，０３４，０３５，０３６，０３７，０４６，０４７，０４８，０５６，０５８，０５９，０６１，０６２，０７１，０７２，０７３，０７４，

０７５，０８１，０９１，０９８，１１１，１１２，１２２，２１１，２１２，２４８，２５１，４２１，４２２，４３１
３ ２７３，２７４，２７７，２７８，２８１，２８３，２８４，２８５，２８６，２８７，２８９，３２１，３２２，３２５，３３３
４ ２８２，２８８，３３４，３３５，３４２，３４３，３４４，３４５
５ ２６１，２６３，２６４，２６５，２６８
６ ２６６，２６７
７ ６５１，６５２，６５３，６５４，６５５，６５６，６５７
８ ２６９，６５８，８４１，８４２，８４３，８４４，８４５，８４６
９ ２３２，５１１，５１２，５１３，５１４，５１５，５１６，５２２，５２３，５２４，５２５，５３１，５３２，５５１，５７１，５７２，５７３，５７４，５７５，５７９
１０ ２７２，５３３，５４１，５４２，５５３，５５４，５６２，５８１，５８２，５８３，５９１，５９２，５９３，５９７，５９８，８８２，８８３
１１ ６７１，６７２，６７３，６７４，６７５，６７６，６７７，６７８，６７９，６８１，６８２，６８３，６８４，６８５，６８６，６８７，６８９
１２ ６９１，６９２，６９３，６９４，６９５，６９６，６９７，６９９
１３ ６１１，６１２，６１３，６２１，６２５，６２９，６３３，６３４，６３５，６４１，６４２，８３１１，８４８，８５１
１４ ８２１１１，８２１１３，８２１１４，８２１１５，８２１１６，８２１１７，８２１１８，８２１２，８２１３，８２１５，８２１７，８７２４
１５ ８１１０，８１２２１，８１２２９，８１３１１，８３１２，８３１３，８３１９，８９２，８９３，８９４１，８９４２，８９４３３，８９４３５，８９４３７，８９４３９，８９４４，８９４７，８９５，８９６，

８９７，８９８，８９９
１６ ６５９，６６１，６６２，６６３，６６４，６６５，６６６，６６７
１７ ７１１９，７１２８，７１３，７１４４，７１４８１，７１４９，７１８１９，７１８７８，７１８７９，７１８９９，７２１１９，７２１２９，７２１３９，７２１９８，７２１９９，７２３９，７２４３９，７２４４９，

７２４６７，７２４６８，７２４８８，７２４９１，７２４９２，７２５９，７２６８９，７２６９，７２７１９，７２７２９，７２８１９，７２８３９，７２８５，７４１２８，７４１３５，７４１３９，７４１４９，
７４１７２，７４１９，７４２２，７４２９１，７４２９５，７４３６３，７４３６４，７４３８，７４３９１，７４３９５，７４４１９，７４４９，７４５２９，７４５３９，７４５６８，７４５９３，７４５９７，
７４６，７４７，７４８，７４９２，７４９９，８１２１９

１８ ７１１１，７１１２，７１２１，７１４８９，７１８１１，７１８７１，７１８７７，７１８９１，７１８９２，７１８９３，７２１１１，７２１１２，７２１１３，７２１１８，７２１２１，７２１２２，７２１２３，
７２１２６，７２１２７，７２１３１，７２１３８，７２１３８，７２１９１，７２１９５，７２１９６，７２２３，７２２４９，７２３１，７２３２，７２３３，７２３４，７２４３３，７２４３５，７２４４１，
７２４４２，７２４４３，７２４５，７２４６１，７２４７，７２４８１，７２４８３，７２４８５，７２５１，７２５２，７２６３，７２６５，７２６６，７２６８１，７２７１１，７２７２１，７２７２２，７２８１１，
７２８１２，７２８３１，７２８３２，７２８３３，７２８３４，７２８４，７４１２１，７４１２３，７４１２５，７４１３１，７４１３２，７４１３３，７４１３４，７４１３６，７４１３７，７４１３８，７４１４３，
７４１４５，７４１７１，７４１７３，７４１７４，７４１７５，７４１８，７４２１１，７４２１９，７４２３，７４２４，７４２５，７４２６，７４２７１，７４２７５，７４３１１，７４３１３，７４３１９，
７４３４５，７４３５１，７４３５５，７４３５９，７４３６１，７４３６２，７４３６７，７４３６９，７４４１１，７４４１２，７４４１３，７４４１４，７４４１５７４４２，７４４３，７４４４，７４４７，
７４４８，７４５２１，７４５２３，７４５２３，７４５２７，７４５３１，７４５３２，７４５６１，７４５６２，７４５６３，７４５６４，７４５６５，７４５９１，７４５９５，８１２１１，８１２１５，８１２１７

１９ ７３５９，７３７２９，７３７３９，７３７４９，７４５１９
２０ ７３１１，７３１２，７３１３，７３１４，７３１５，７３１５，７３１６，７３１７，７３３１，７３３９，７３５１，７３７１，７３７２１，７３７３１，７３７３２，７３７３３，７３７３４，７３７３５，

７３７３６，７３７３７，７３７４１，７３７４２，７３７４３，７４５１１７４５１２
２１ ７４９１
２２ ７５９９７，７７１２９，７７２，７７３，７７４１，７７４２３，７７４２９，７７５４９，７７５７９，７７６３，７７６４，７７６８，７７８１，７７８４８，７７８６，７７８７，７７８８１，７７８８６
２３ ７５９９１，７５９９３，７５９９５，７６４９
２４ ７５１，７６４１，７５２
２５ ７５２
２６ ７１６１，７１６２，７１６３，７１６４，７１６５，７１６９，７４１５９，７４３１５，７４３１７，７７１１，７７１２１，７７１２３，７７１２５，７７５８８，７７５８９，７７６１，７７６２，７７８２，

７７８３３，７７８３５，７７８８２，７７８８３，７７８８５，７７８８９，８１３８，８１３９，８２１１９，８２１８
２７ ７４１５１，７４１５５，７４３４１，７４３４３，７６１，７６２，７６３，７６４２１，７６４２２，７６４２３，７６４２４，７６４２５，７６４２６，７６４３，７６４８，７７５１，７７５２，７７５３，

７７５４１，７７５４２，７７５７１，７７５７２，７７５７３，７７５８１，７７５８２，７７５８３，７７５８４，７７５８５，７７５８６，７７５８７，７７８３１，７７８３４，７７８４１，７７８４３,
７７８４５，７７８８４，８１３１２，８１３１３，８１３１５，８１３１７，８１３２

２８ ８７１１９，８７１３９，８７１４９，８７１９９，８７３１９，８７３２９，８７４１２，８７４１４，８７４２４，８７４２６，８７４３９８７４４９，８７４５４，８７４５６，８７４６９，８７４７９，８７４９，
８８１１４，８８１１５，８８１２３，８８１２４，８８１３４，８８１３６，８８４２２，８８５９１，８８５９２，８８５９３，８８５９７，８８５９９，８９１２１，８９１２２，８９１２３，８９１２４，
８９１９１，８９１９３，８９１９５，８９１９９

２９ ７７４２１，７７４２２，８７１１１，８７１１５，８７１３１，８７１４１，８７１４３，８７１４５，８７１９１，８７１９２，８７１９３，８７２１，８７２２，８７２３，８７３１１，８７３１３，８７３１
５，８７３２１，８７３２５，８７４１１，８７４１３，８７４２２，８７４２３，８７４２５，８７４３１，８７４３５，８７４３７，８７４４１，８７４４２，８７４４３，８７４４４，８７４４５，８７４４６，
８７４５１，８７４５２，８７４５３，８７４５５，８７４６１，８７４６３，８７４６５，８７４７１，８７４７３，８７４７５，８７４７７，８７４７８，８８１１１，８８１１２，８８１１３，８８１２１，
８８１２２，８８１３１，８８１３２，８８１３３，８８１３５，８８４１，８８４２１，８８４２３，８８４３，８８５３，８８５４，８８５５，８８５７，８８５９４，８８５９５，８８５９６，８８５９８，
８９１１，８９１２９，８９１３１，８９１３９

３０ ７８４，７８６８９，８２１１２
３１ ７２２４１，７８１１，７８２１，７８３１，７８３２，７８６１，７８６２，７８６３，７８６８３，７８６８５
３２ ７８１２
３３ ７８５３５
３４ ７８５１
３５ ７８５３６，７８５３７
３６ ７８５２，７８５３１
３７ ７９１９
３８ ７９１１，７９１２，７９１６，７９１７，７９１８
３９ ７９２９
４０ ７９２１，７９２２，７９２３，７９２４，７９２５，７９２８
４１ ７９３
４２ ８９４３１
４３ ３５１

（出所）筆者作成。
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